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１． はじめに 

 

大府市議会では議会活性化の一環として、今年度から委員会活動の充実のため委員会

ごとに「年間テーマ」を決め、調査研究を行ってきた。（図１参照） 

以下に、その経緯を掲載し、市に対する政策提言を行う。 

 

（図１ 委員会活動の流れ） 

 

  ６月    年間テーマの決定   ・委員会の所管事項の中からテーマを決定する。 

           ↓ 

 関係団体との意見交換  ・関係者（市民等）との意見交換会としての 

           ↓       位置付けで実施する。 

   議員間討議    ・休会中に委員協議会を開催して、意見交換 

           ↓       をする。 

10～11 月    行政視察     ・視察の報告は、従来どおり行政視察後最初 

           ↓       の定例会中に実施する（執行部に対しても）。 

   議員間討議    ・休会中に委員協議会を開催して、意見交換 

           ↓       をする。 

 12～３月     政策提言     ・条例制定、条例改正、予算審議、政策要望、 

           ↓       意見書、計画策定 など 

           ↓ 

  ※引き続き、次年度も同じテーマで調査研究する場合もある。 
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３． 内 容 

 

 大府市においても、「（仮称）健康都市おおぶ 産業振興基本条例」を制定するべきで

ある。 

 社会情勢の変化にも対応するため、この条例は「理念型」の条例として、具体的な施

策については、条例で策定することを規定する「産業振興計画（ビジョン）」で定める

ものとする。 

 以下に、条例で定めるべきと考える内容のポイントを列記する。 

 

（１） 事業者の自主的な努力と創意工夫が基本であること。 

（２） 市、事業者及び産業経済団体、市民、それぞれの役割（責務）を明記する

こと。 

（３） 商工業だけではなく、農業や観光についても包含すること。 

（４） 市が産業振興計画（ビジョン）を策定すること。 

（５） 事業者に産業経済団体へ加入することを促すこと。 

（６） 事業者が積極的に地域貢献するよう努力すること。 

（７） 進捗をフォローする有識者、市民を含めた会議体を設置すること。 

 

さらに、この条例を策定する上で留意してほしいことは、以下の５点である。 

 

（１） 健康都市にふさわしい条例となるよう、その理念を織り込むこと。 

（２） 大府市が最重要課題として位置付けている医療・福祉・介護の充実を目指

す「ウェルネスバレー構想」の具現化を後押しすること。 

（３） 策定過程において、現場に足を運び、産業経済団体未加入の事業所及び市

民も視野に入れ、現場の声に耳を傾けること。 

（４） 「愛知県中小企業振興基本条例」の理念を踏襲すること。 

（５） 遅くとも平成27年度には条例施行すること。 

 

 以上、大府市議会建設消防委員会の政策提言とする。 
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建設消防委員会委員名簿 

 

（平成25年５月９日～） 

職  名 氏  名 所 属 会 派 

委 員 長 千 賀 重 安 市民クラブ 

副委員長 山 本 正 和 自民クラブ 

委  員 大 西 勝 彦 市民クラブ 

委  員 久 永 和 枝 日本共産党 

委  員 酒 井 真 二 自民クラブ 

委  員 水 野 尊 之 無所属・未来プロジェクト 

委  員 柴 﨑 智 子 公 明 党 

 

（備考） 

正副委員長のほかは、議席番号順 
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